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Ⅰ．研究の目的

平成 20 年度から開始された特定健診・特定保健指

導は、生活習慣病の予防により中長期的な医療費の増

加を抑える1）ことを目的としている。しかし、生活習

慣病予防のための保健指導が従来から行われてきたに

もかかわらず、糖尿病をはじめとする生活習慣病の数

は企業内でも減少は見られていない。全国的にも平

成 17 年度には生活習慣病の死亡率は 58.3％と高く2）、

死因の約 6 割を占めている。

そこで、本研究は、特定健診結果を踏まえたより効

果的な特定保健指導のあり方を探ることを全体の目的

としている。そのため、まずは、現状の健康診断結果

と日常生活習慣の実態および健康を維持したいという

本人の思い（主観）がどのように絡み合っているのか

現状を分析し、従来から行われてきた保健指導の問題

点を明確にする必要がある。

また、人々が主観的な健康感に基づき幅広い健康

的な生活習慣作りを行っているとするならば、健康

の概念は、ライフステージの中で生じる様々な物語

Narrative から形成される3）ことが示唆される。した

がって、本研究は、健康という概念が個々どのように

形成されていて、それが健康行動にどう影響している

かを模索し、それに基づく適切な行動変容の支援を具

体的に検討していくことを目的とした。

Ⅱ．研究の経過

１．量的調査の実施：

健診結果とアンケート調査結果の分析

（１）調査の概要　

平成 18 年度に生活習慣および健康感に関するアン

ケート調査を実施、健診結果と結合した。健康診断実

施者は約 4500 件、アンケート回収は約 1500 件、う

ち有効回答 1132 件、健康診断結果と結合した有効

データは 1055 件であった。
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（２）健康診断結果内容（データとして取り込んだ内容）

①年齢　②性別　③検査結果数値（BMI・血糖値・

中性脂肪・HDL コレステロール・γ ‐ GTP・GOT・

GPT・尿酸・最低血圧値および最高血圧値）④総合判

定 A ～ G（A 異常なし、B 有所見著変なし、C 要経過

観察、D 要再検、E 要精密検査、F 要受診、G 治療継続）

（３）アンケート対象者

Ａ保険組合に所属しているＡ企業の職員 2000 名

（４）アンケート実施調査期間

平成 18 年 4 月～ 18 年 12 月末日

（５）アンケート調査実施方法

個人情報を厳守した記名自記式調査用紙の社内便に

よる郵送

（６）アンケート調査内容

１）食生活習慣について 10 項目 4 件法

２）運動習慣を含めた日常生活活動 10 項目 4 件法

（その他通勤時間、運動の内容と時間）

３）喫煙習慣

４）健康感 4 件法（自分の健康状態を好調と思っ

ているか）

５）精神健康状態の指標（GHQ）12 項目 4 件法

（７）調査結果の分析方法

１）属性などの単純集計

２）健康意識（主観的健康）と健診結果（客観的健康）

が一致していて健康について正しく認識しているかに

ついて仮設を立て分散分析（ANOVA）により検証する。

①健診結果を健康群（A・B）、不健康予備群（C・D・

E）、不健康群（F・G）の 3 群に分類し、それぞれに

ついて主観的健康が好調・不調によって健康行動の格

差をみる。主観的健康感は、「自分の健康状態を好調

だと思う」「やや思う」を『好調群』、「自分の健康状

態をあまり好調だと思わない」「思わない」を『不調群』

に分類した。

次の仮説を設定し検証する。

仮説：健康意識（主観的健康度）が高くても健康行

動をとっているとは限らず、生活習慣病の予

防には繋がらない。　　
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②健診結果や主観的な健康度に影響を与える要因を探

る。 因子分析や相関係数によって影響を与えている

関連要因を分析し、健康結果あるいは健康感によって

生活習慣や精神的状態がどのように連関しているかを

検証する。

２．質的調査の実施（聴き取り調査・先行研究調査・

分析を実施する）

（１）質的調査の概要

健康状態が不健康予備群（客観的健康診断結果が要

経過観察・要再検・要精査）に該当する労働者を対象

に、健康概念のナラティブを聴き取る。その内容を分

析し、労働者の労働と生活環境の狭間で健康をどうと

らえているか、健康理論と実際の相違点や共通点を明

確にする。そして、特定保健指導を視野に入れた健康

回復・維持するためのより効果的な保健指導のあり方

を探る。

（２）質的調査の対象

直近の健康診断結果が要経過観察・要再検・要精

査指摘されている労働者 20 名について実施予定。23

年３月現在 12 名実施。

（３）質的調査の研究方法

「健康という概念」についてのナラティブの聞き取

り。１回の聞き取り時間は 40 ～ 60 分。

健康に対する考え方、思い、行動等をインタビュー

ガイドを基に自由に語ってもらう。

（４）ナラティブデータ分析法についての文献による理

解と整理

（５）ナラティブデータの分析の実施

３．先行研究の調査

量的調査に関する先行研究レビュー、主に、特定健

診・特定保健指導および健康感に関する先行文献の整

理。質的調査に関する先行研究レビュー主に保健行動、

健康保持・増進、行動科学に関する文献、先行研究の

整理と理解。

４．健康理論・行動理論の研究調査

特定健診・特定保健指導の理解と整理、トータルヘ

ルスプロモーション・労安法における保健指導の理解

と整理。健康理論・行動理論の理解と整理。

Ⅲ．研究の成果

１．量的研究の成果

（１）主観的健康と健康行動

分散分析の結果は、健康レベルにかかわらず、主観

的健康が【好調群】は、食生活・日常生活習慣の総合

得点が有意に高く、予防行動をとっている可能性が高

いことがわかった。 また、精神的健康状態（GHQ）も【好

調群】が、いずれの健康レベルにおいても不調群より

良い状態（GHQ の場合は有意に低い）であることが

実証された。

主観的健康感が高い【好調群】は規則正しい食習慣

と食べ方や食べるもの、そしてアルコールの飲みすぎ

などにも留意していることが結果から窺えた。池田4）

らの労働者の主観的健康感に影響する生活習慣の研究

でも３食をきちんと取り、間食や外食・インスタント

食を控えている栄養バランスが取れている人ほど健康

感が高いという結果が得られている。また、日常生活

活動についても有意差があったことから、健康感が高

い人は定期的に運動をして、できるだけ階段を使って

歩くように留意しているとともに、多くは十分休養も

取れており、心身ともに安定しているのではないかと

予測される。

しかし、逆に考えると「不健康レベル」であっても

自分の健康が好調群であると思っている人は、積極的

に良い生活習慣行っているにも関わらず、健診結果が

悪く改善していないことになる。主観的健康度と客観

的健康度のズレが大きい人は健康度が低く、問題を抱

えやすいとも5）言われている。保健指導の参考にする

データとして、本人の感じている事、言っている事だ

けに耳を傾けるだけでは限界があり、客観的な結果と

のズレを発見することが大切である。

杉澤らは6）、主観的健康観による健康度自己評価は、

対象者自身が念頭に置く健康像によってその評価が異

なると述べている。また、島内は7）、人々は主観的な

健康観に基づき幅広い健康的な生活習慣づくりを行っ

ているから、ライフコースの中で生じる人々の様々な

日常経験や物語 Narrative Based Medicine（NBM）の

視点から形成している主観的健康観も明らかにしなけ

ればならないと述べている。それに加え、自らを健康

であると評価するには、日常生活活動だけではなく、

精神的な安定が重要であると五十嵐8）は述べている。

これらの説によれば、健康像すなわち主観的健康感

が先にあり、精神的に安定もしているからこそ、ポジ

ティブな気持ちが良い行動へと繋げているように解釈
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するのが自然のようである。島内の言う NBM の視点

から主観的健康が形成されていくとすれば、その人の

成育歴やまさにその人の人生の物語の中に行動を変え

ていく何かがあることを発見できる可能性がある。し

たがって、どう「健康感」が形成されていくかを聞き

取り調査で探求していくことが今後の課題である。

（２）今後の調査へ与える方向性と仮説

『健康群』から『不健康予備群』、『不健康群』に移

行するに従って、【健康感】と生活習慣・精神健康状

態との相関関係が増えている。これは、健康レベルご

との生活習慣因子と精神健康状態の相関関係は、【健

康感】との連関が強く、特に精神的健康状態との相関

係数がどの健康レベルにおいても一番高いことが認め

られたことである。

また、【血糖値】や【BMI】などの客観的な健診結

果であっても【健康感】との弱い相関関係が認められ

た。このことは、客観的な健診結果を改善するために

健康感のような自覚的な部分に働きかけることによっ

て何らかの効果が得られるかもしれないことが示唆

されたと考える。これに関し、米国の国立職業安全

保健研究所においても「健康職場モデル」を呈示9）し

（Sauter,Lim, ＆ Murphy,1996）、企業では従業員の健

康に悪影響を及ぼす要因の検討だけではなく、自覚し

ている健康や満足感を上昇させるための要因をも検討

することが重要であることを指摘している。

２．質的研究の成果

（１）病気予防行動と予防保健行動

自覚は、身体の不調に起因する「病気予防行動」と

無自覚であった健康意識が健診などで変化する「予防

保健行動」をひきおこす。

健康行動は、自分に起こっている健康上の問題点を

適切に【自覚】することから始まると考えられる。自

分の健康状態をはっきり自覚すると同時に【動機】が

作用して健康行動へと繋がっている。ABC の健康行

動の起こり方を比較してみると、Ａの場合、現在自覚

している健康状態で心配なことは、鼻炎や頭痛であり、

この症状【自覚】を和らげるため【動機】に点鼻薬や

薬を飲むという行動を起こしている。また、C は一番

心配している腰の痛み【自覚】を軽減するため【動機】

に腹筋を鍛えたり、ストレッチなどの行動を起こして

いる。２人はこの自覚症状を軽減するために行動を

起こしており、このような行動は、病気になっている

と感じ、その状態から回復するために病気や症状に対

処しようとする病気対処行動であると言える。保健行

動には、この病気対処行動の他に予防的保健行動があ

る。Ｂの場合は、健診結果の危険信号と問題点の【自

覚】であり、健診結果が悪かったことが【動機】とな

り、それにいくつか別の動機が加わって健康行動が起

こっている。このＢの場合は、自覚症状はなく、病気

にはなっていない段階である。このように病気に繋が

る行動を避けたり、予防措置をとったり、病気の早期

発見を行おうとするあらゆる行動が予防的保健行動で

あり、生活習慣病予防は予防保健行動を意味する。

ABC の健康問題の自覚と保健行動を分類してみる

と、病気対処行動は病気や症状を回避するために起こ

り易く、予防的保健行動には、また別の動機が必要不

可欠であると考えられる（表１）。

表１　自覚と行動化

Ａ　①鼻炎・頭痛【自覚】→病気対処行動【行動化】

②中性脂肪高値【自覚】→予防的保健行動【否認】【挫折】

②高血圧傾向【無自覚】→予防的保健行動【否認】

Ｂ　　健診結果【自覚】→予防的保健行動【行動化】

Ｃ　①腰痛【自覚】→病気対処行動【行動化】【継続】

腹囲 96㎝【自覚】→予防的保健行動【行動化】

（２）自覚と動機が深く根付くモデルと挫折・否認に移

行するモデルがある。

自分の健康状態を【自覚】し、自覚した内容がその

まま【動機】（Ａは鼻炎、Ｂは健診結果、Ｃは腰痛） 

となるだけではなく、他に様々な動機が重なった場合

に健康行動は起こりやすくなると考えられる。Ｂの予

防的保健行動の場合は、健診結果が危険水域であると

いう問題点を自覚し、そのことが【動機】にもなり、

義母の脳梗塞（家族が反面教師）という現状が一層【自

覚】を強めたと考えられる。そして、（自分に何か起こっ

て家族に迷惑をかけたくない）気持ちと（他人から肥っ

たなどの言動・行動が気になる）の４つの動機が同時

に重なり、行動が起こったと言える。

この行動が起こっていく過程について、Prochaska10）

らによるトランスセオレティカルモデルでは、次の５

つのステージがあると提唱されている。①「無関心期：

６か月以内に行動を起こそうという気がない」②「関

心期：６か月以内に行動を起こそうという意図がある」

③ ｢準備期：１か月以内に行動を起こそうという意図

がある｣ ④「行動期：行動変容して 6 か月以内」⑤「維

持期：行動変容して６か月以上」このモデルによると

B は「行動期」であると言える。

これをＡにあてはめてみると、Ａは過去に、中性脂

肪が高かったことから、健康行動の必要性を自覚し、
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いろいろな健康行動を行ってみたが、【動機：友人の

言動や行動】に左右されることが多く、【否認：無理

してまではやらない】に転換し、面倒になったり、余

裕がなくなったりして止めるという【挫折：諦めてし

まった健康行動】内容 を繰り返してきている。また、

直近の健診結果の高血圧傾向については、父も血圧が

高かった【動機：家族が反面教師】ことから、健康行

動を起こす有力な動機になり得るはずだが、30 代と

若いことや家庭を持っていないことなどから重大性を

【自覚】するには及ばず、現在も高血圧の予防行動は

起こっていない。しかし、「また何かを始めたいとい

う気持ちはある。今すぐという訳でもないけど、いず

れはやりたいなと。」という行動意識があることから、

「関心期」もしくは「準備期」にあたると考えられる。

Ｃの場合は、【動機：痛みの緩和】は、肥らないよ

うに体重を維持しようと行ってきた病気対処行動で

あり、また、父親の脳梗塞【動機：家族が反面教師】

は、行動継続の動機になっている。そして、直近の健

診では腹囲が 96㎝と正常値の 85㎝をオーバーしてい

た【動機：健診結果】ことを【自覚】しており、この

ことは病気対処行動のみならず予防的保健行動へも繋

がる行動になっており、結果的に生活習慣病予防にも

重要な役割を果たしていることが分かる。これらのこ

とから C は「維持期」と言える。

生活習慣病予防のための予防的保健行動について焦

点を絞ると、ＢとＣについては、「行動期」「維持期」

であるため、行動変容させるための保健指導は必要な

いと考えられが、社会的・環境的支援、セルフモニタ

リングやソーシャルサポートが必要である11）。しかし、

「関心期」あるいは「準備期」にある A には、高血圧

傾向を自覚させるような働きかけをしなければならな

い。そのためには、このステージでの特定保健指導は、

必要不可欠である12）。

（３）否認・挫折の繰り返しから行動継続につなげるも

のは自己効力感（Self - efficacy）ではないか？

Ｂは、過去にジョギングやウオーキングを実施して

大変な割に効果がなかったことを経験している。しか

し、今回は「まさかそんな効果あるとは思わなかった

です。」「１か月大体１キロ。ほんとに体重減っていく

のは徐々になんですけど、それがかえっていいのかも

しれないですね。」と効果が出ていることを繰り返し

ている。効果が思った以上に出たことが喜びや自信に

繋がり行動継続を促したと言える。それに加え、行動

が起こる前には、否認と挫折も経験し、以前の行動と

比較しても手軽で効果的であったため、自己効力感

（Self - efficacy）が高まり、行動維持へと繋がったと

考えられる。

個人の意識レベルの高揚が健康行動に重要であるこ

とは、前調査で導出されたが、「行動期」を維持する

ためには、自己効力感（Self - efficacy）が重要である

ことは社会的認知理論でも論じられている。自己効力

感（Self - efficacy）とは、人がある行動をうまく遂行

することができるかどうかの確信の程度であり、その

知覚された Self - efficacy が強ければ強いほど、課題

に対し活動的に努力することができるとされている13）。

セルフエフェカシーの形成に影響する要因として、①

遂行能力についての情報、②情報、代理的経験につい

ての情報、③言語的説得についての情報、④感情的覚

醒についての情報の４つの情報源をあげている。遂行

能力についての情報は、過去に似たような行動をうま

くやることができた経験のことを指しているが、B の

場合、過去に失敗した経験が、今回の成功経験と比較

することで、自己効力感を高めたと考えられる。

その他、代理的体験についての情報とは、人がうま

くやれるのを見て自分でもやれそうだと思うことであ

り、Ａは、他人の言動や行動に左右されていたが、こ

れらも自己効力感を高めるためには重要な情報源であ

り、Ａは的確な情報提供の保健指導次第で行動化に繋

がると予測される。Ｃの場合は、長い間行動を維持し

てきたことで、生理的状態について十分理解している

こともあり、「馬鹿みたいにやらない」という自己制

御も自己効力感に繋がっていると言えるのではないだ

ろうか。

（４）行動特性とパーソナリティ（誰かのためにという

意識が重要）

予防的行動に積極的な人の背景は、大きく２つに

分けることができること14）が知られている。１つは、

入院経験が多かったり病気を体験したりしている病気

に対する脆弱感を持っていることに加え、自らの健康

問題を含むあらゆる問題の解決に積極的に対処する精

神を持っているタイプであり、３人のうちのＣがこの

タイプではないだろうか。Ｃは、20 年前から腰痛の

恐れから予防的な行動を始めており、無理しないでほ

どほどにやることが継続に繋がっていると思われる。

それに加え、Ｃは腰痛であるにもかかわらず、スキー

や登山なども積極的に行っている。Ｃの場合、もとも

とが、抱えた問題に対する吟味力があり、積極的な対

処手段をとるといった行動特性の持ち主であるといえ

る。仕事や家族や趣味など生きがいをいろいろ持って

いることが、十分な睡眠、バランスのとれた食事の工
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夫や適切な運動などの健康行動を促すという優位な直

接効果があることが報告されている15）。Ｃのこのよう

な行動特性は、健康行動の継続に相乗効果をもたらす

と考えられる。

もう１つは、家庭などの人間関係が良好で、自分が

病気になることで相手に迷惑のかかることを避けよう

と意識し、日頃から問題や悩みに積極的に対処するタ

イプであり、Ｂがこのタイプに相当すると考えられる。

Ｂが健康行動をはじめたきっかけの１つとして義母の

健康状態が大きかったと言える。「健康と家族ですか

らね、やっぱり大事なのは。」という言動は、重要他

者（妻）に将来迷惑かけたくないと思うＢの気持ちが

健康行動を促進させたと考えられる。

（５）健康行動を支えるものはメンタルヘルスでは？

Ｂは、「健康に近いけど？　メンタルな部分でいろい

ろあるところですから。そっちの方面で。もっと鍛え

なければいけないとは思ってますけどね。」という言動

からメンタル面を鍛えることでこのストレスを切り抜

けようと二次評価（自分はどの程度うまく対処するこ

とができるか）していると考えられる。現実に B は「逆

に、メンタル落ち込んでたとしても（運動）やりますね。

それの方が逆にメンタルもよくなってくるっていうか

ね、保てるってこともありますから」という言動から、

身体的な健康を改善することによって、精神的な健康

レベルを保とうとしている様子が窺えた。

量的調査結果では、精神的に安定しているから健康

行動も良い状態が保てるのか、良い健康行動を行って

いるから精神的健康が保持できているのか相関係数だ

けでは因果関係がはっきりしなかった。Ｂの今回の状

況は明らかに後者であることが分かる。社会認知理論

の経験的・行動変容の過程16）では、おそらく行動置

換により、落ち込んでしまう精神状態の代わりになる

簡単な毎日できる運動を生活に取り入れることで、気

持ちが落ち込まないように代替行動をしていると考え

られる。これは、主体となるストレスそのものを取り

除くことができないと分かっていることから、ストレ

スに対する感じ方や考え方を変えようとする情動焦点

コーピング17）と同じような働きかけであると思われ

る。このようなことから、メンタル面で症状があった

としても気分転換で健康行動を行いながら症状を改善

させ、充実した健康増進への良循環となることもある

ことがＢの例から実証できたと考えられる。

Ⅳ . 研究の課題と発展

これまでの質的調査野分析から、今後の課題として

以下の４点が挙げられた。

１．健康行動を開始するには「自覚」が必要。それは

教育できない。自覚をいざなうのは体調による、「病

気予防行動」と、無自覚であった健康意識が検診

などで変化する「予防保健行動」がある。その複

数の組み合わせもある。今後も分析を深めたい。

２．自覚と動機が深く根付くモデルと挫折・否認に移

行するモデルがあるようであるが、挫折・否認を

乗り越えさせるには自己効力感（Self ‐ efficacy）

が関わっているようである。

３．健康維持行動には「大切な他者」の存在が重要で

あるようである。

４．健康行動を基底から支えるものは健全なメンタル

ヘルスの存在である。

この仮説を基に、適切な「保健指導」のタイミングと

有効な保健師の介入とは何かをさらに分析していきたい。
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